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本報告書は、文部科学省の教育政策推進事業委託費に

よる委託事業として、公益財団法人 国際人財開発機構が

実施した令和２年度「専修学校による地域産業中核的人

材養成事業」の成果をとりまとめたものです。  



 
 

　※ご理解・ご協力をいただく公的機関 
 
　　【ＮＥＤＯ：国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構】 
　　【中小機構：独立行政法人中小企業基盤整備機構】 
　　【ＪＥＴＲＯ：独立行政法人日本貿易振興機構】 
　 

 
　 
 
　 
※ご理解・ご協力をいただける最先端技術企業 

 
　　〔株式会社東芝：ＡＩ／ＩｏＴ／ロボット関連技術・他〕 
　　【株式会社ＮＴＴドコモ：５Ｇ関連技術・他】 
　　【ＮＴＴインフラネット株式会社：衛星画像／衛星通信技術・他】 
　　【ソフトバンク株式会社：５Ｇ関連技術・他】 
　　【富士通株式会社：ＡＩ／ＩｏＴ／ロボット関連技術・他】 
　　【（ＮＥＣ）日本電気株式会社：ＡＩ／ＩｏＴ／ロボット関連技術・他】 
　　【オムロン株式会社：各種センサー関連技術・他】 
　　【株式会社東陽テクニカ：音振動解析／水中ロボット関連技術・他】 
　　【その他の最先端技術企業】 
　　 
 

 

“世界的ビジネスルールの変革”（課題・動向・技術革新）  

日本の課題  
日本の政策・指針「Society 5.0」 

大義名分  次世代のあるべき姿の創造・実現  

“技術立国・日本”の再興に向けて  

「人材育成」　「業績改善」　「地域産業の創生」　「技術立国・日本の再興」 

「技術立国・日本の再興」には戦略的ベクトル合わせが必要 

推薦枠 
（ご相談）  

「文科省」専門学校“一年制・研究課程”研究成果（イノベーション構想）  

〔領域教材〕イノベーション・ツール事例の本質 

“構想”発表  
（一次審査）  

構想審査会  
（二次審査）  

「Society 5.0」  

〔学ぶべき本質がここにある〕 
☆何の為に（課題解決） 
☆何に取り組んでいるのか（テーマ） 
☆どの様な解決手段・手法（技術） 
☆どの様な体制で（プロジェクト体制） 
☆どの様な日程で（スケジュール） 
☆開発成果（課題解決の成果） 
☆効果・メリット・他 

目標とすべき挑戦の姿・内容 

地域コンソーシアム  

実現支援枠  

協力 

協力 

評価基準・手法  

“地域産業創生”  
（地域核企業プロジェクト）  

「地域産業創生」には地域核企業のプロジェクトが必要 

「地域核企業」の育成には本教育プログラムが必要 

本教育プログラムにはお手本となる生きた情報が必要 

 
 
 
 

 

「Society 5.0」「DX」に取り組む公的機関や最先端核技術企業の事例情報を生きた教材として学ぶ 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文科省事業への先端事例の提供協力

www.jihdo.org/cs
先端事例

プラットフォーム

協力企業 協力企業 協力企業

自宅・モバイル
環境

教育機関

学習指導
成果

フィードバック

常に最新情報 受講生

職場環境

教材コンテンツ
演習コンテンツ

クラウド
企業

企業実態情
報

Google Programmable Search

IoTやAIなどのイノベーション・ツールを駆使しながら、社会課題の中に潜んでいるニーズを拾い、それに応えるために情報収集、
プロジェクト・チーム結成をし、推進することができる人材

目標人材像

課題解決

現状の課題

成果物

事業構想書

〔領域教材〕イノベーション・ツール事例支援”先端事例プラットフォーム”の構築 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本開発事業によって開発された”新しい教育システム”は新産官学連携によって「産」「官」「学」が夫々抱える課題を解決しつつ開発事業の目的である

地域モノづくり企業に「Ｓociety 5.0」「DX」に対応した自社と地域産業に貢献できる”スキル・力量を兼ね備えた人材の育成”をリカレント形式で育成する

ためのものです。  

 

その為に本教育システムには、新産官学連携による最先端技術・事例情報がいつでも必要な時に生きた情報として学べる様に日本の産業・技術を牽

引する公的機関や先端核技術企業のご理解・ご支援をいただき継続的支援を受けることがでる”先端事例検索プラットフォーム”を開発しました。  

これにより、日本のモノづくり企業の目的・目標及びその実現に向けた新産官学ベクトル合せ体制が構築されました。  

 

 

自社の新規事業、地域産業創生、DX技術立国・日本の再興に向けた新産官学連携のベクトル合せ 

公的 
機関 

専門
学校 

地域
企業 

 
”Society 5.0””ＤＸ”対応 

「リカレント教育」・新教育システム 
（課題解決・業績改善・新規事業） 

 

先端事例プラットフォーム 

先端事例情報支援公的機関 

☆ＤＸ技術立国・日本の再興  
☆新産官学連携ベクトル合せ  
☆地域モノづくり産業の創生  

☆専門学校の高付加価値化  
☆教育品質・経営の安定化  
☆地域貢献力の向上  

☆地域中核的人材育成  
☆地域核企業育成  
☆地域産業創生・活性化  

新産官学連携による導入モデル調査研究 
（産官学連携WG） 

教育成果：イノベーション構想 

先端事例情報支援・核企業 

本教育システムを導入する“「専門学校」「地域・中小企業」のためにどうあるべきなのか” 

人的資産の再生・活躍支援  優秀な構想の実現支援 

社会課題の解決 

新技術・新商品・新規事業 

新インターンシップ制度 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実施委員会委員

駒込和貴 公益財団法人  国際人財開発機構　理事

児玉紀裕 学校法人  大原学園　事業部長

武田陽一郎 学校法人  大原学園

石原明人 学校法人  田中育英会

飯田有登 学校法人  東京町田学園　理事・教頭

渡邉康祐 学校法人  滋慶文化学園　教務部長

久保全弘 愛知県立愛知総合工科高等学校専攻科　責任者

田浦久美子 国立大学法人  群馬大学  研究・産学連携推進機構  高度人材育成センター　特任教授

千葉武彦 NDIソリューションズ株式会社　部長

池内信弘 日本プロジェクトソリューションズ株式会社　部長

増田洋一 株式会社第一コンピュータサービス　代表取締役

後藤貴徳 レッツスポーツ株式会社　代表取締役

齋藤桂三 有限会社ケッズグループ　会長

小湊宏之 川崎市工業団体連合会　 ICT連携担当理事

小間田興二 NPO法人ECML21　特別顧問

山本武 川崎市経済労働局　産業振興部　工業振興課　課長（オブザーバー）

江津裕美 川崎市経済労働局　産業振興部　工業振興課　係長（オブザーバー）


